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アジア・太平洋研究センター主催，国際開発学会東海支部共
催講演会
日　時：2019 年 5 月 17 日（金）
場　所：Q 棟 1 階　Q104 教室
テーマ：新興国における自動車開発人材育成の現状
報告者：中山　健一郎（札幌大学教授）
　講演者の中山教授は，近年，日系自動車メーカー各社の新興国拠点に対する現地調
査等に基づき，トヨタとホンダの事例を中心に，先進国拠点との比較に注目した新興
国拠点における技術移転および人材育成のあり方等に関して多くの先駆的な研究成果
を発表されている。本講演会では，これらテーマと関連し，平成 28 年度からの継続
中の科研費研究に基づく日系メーカー各社に対する調査結果をふまえつつ，“ 開発適
合 ” という視点から各社のアジア新興国（中国，台湾，タイ，インド等）拠点におけ
る「開発の現地化」に向けた取り組みについて，以下のお話を頂いた。さらに，この
取り組みのカギとなる現地の技術系人材の育成状況，さらには，彼らを支える日本側
拠点および現地駐在の日本人社員が果たしてきた役わり等についてもお話を伺った。
新興国拠点が “ 克服すべきハンディ” と “ 開発適合の取り組み ”
　新興国拠点における開発というテーマに関してまず第 1 に取り上げるべきは，新興
国拠点の場合，「克服すべきハンディ」があるという点です。すなわち，日本で開
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発ɾੜ࢈͞Εͨ੡඼に͍ͭͯ͸ɼੈք中の人ʑ͔Βʮ඼࣭͕Α͍ʯɼʮނো͕গͳ͍ʯ
౳のߴ͍ධՁɼͳ͍͠ʮl೔ຊϒϥϯυ z΁の৴པʯΛ͢Ͱにউͪಘ͍ͯるのͰ͕͢ɼ
新興国ڌ఺Ͱ開発ɾੜ࢈͞Εͨ੡඼に͍ͭͯ͸ɼ೔ܥϝʔΧʔの੡඼ͱ͸͍͑ɼະͩ
͜ΕͩけのධՁ͸ಘΒΕ͍ͯͳ͍͜ͱ͕ଟ͘ɼࠓޙ͸ͦのࠀ෰に޲けɼ೔ຊͱಉ౳ͳ
͍͠͸ͦΕҎ্の޻৔΍ઃඋɼٕೳϨϕϧ౳Λ੔͑ɼ඼࣭の޲্に޲けͯɼ͞Βに஍
ಓͳऔΓ૊ΈΛॏͶるඞཁ͕͋るͱ͍͏఺Ͱ͢ɻ
　·ͨɼୈ に͸ɼ新興国ڌ఺Ͱの開発ɾੜ࢈にؔͯ͠͸ɼҎલ͸ɼʮ೔ຊ΍ԤถͰ
開発ͨ͠΋のΛɼͦの··新興国に͍࣋ͬͯ͘ʯͱ͍͏΍Γํ͕ଟ͔ͬͨのͰ͕͢ɼ
ۙ೥͸ͦのݶքΛ௒͑る΂͘ɼ্Ͱड़΂ͨʮ開発ద߹ʯのऔΓ૊Έɼͳ͍͠ʮ現஍に
߹ͬͨ΋のͮ͘ΓʯΛਐΊるऔΓ૊Έ͕૿͖͑ͯͨͱ͍͏఺Ͱ͢ɻ͢ͳΘͪɼ現஍の
人ʑのҙࣝ΍ײੑɼྲྀߦ౳ɼl現஍の৘ใ zΛΩϟον͠ɼͦΕΒΛɼ֤͕ࣾอ༗͠
͍ͯるٕज़΍ೳྗɾ֤छࢿݯ౳ͱಥ͖߹Θͤͳ͕Βɼطଘ੡඼のվྑɼ͞Βに͸ຊ֨
తͳ新੡඼の開発ΛਐΊる͜ͱのॏཁੑ͕ߴ·͍ͬͯるのͰ͢ɻ
新興国市場の攻め方
　͜のΑ͏ͳ新興国ڌ఺Ͱの੡඼の開発に͋ͨΓɼ஫໨͢΂͖఺͕͍͔ͭ͋͘Γ·
͢ɻ
　ୈ ͸ɼͲのސ٬૚Λλʔήοτͱ͢る͔ͱ͍͏఺Ͱ͢ɻ͢ͳΘͪɼ新興国の৔
߹ɼශ෋の͕֨ࠩେ͖͍৔߹΋ଟ͘ɼ一ํͰ͸ l෋༟૚ z ͱ͍͏λʔήοτ͕͋Γ·
͢ɻͨͱ͑͹ɼࢲ͕࣮ࡍに๚Ͷͨお୐Ͱ͸ɼߴڃ車͹͔ΓΛ  ୆΄Ͳ΋ॴ༗͞Εͯ
おΒΕ·ͨ͠ɻ一ํͰ͜のΑ͏ͳ෋༟૚ࢢ৔͕͋る͔ͱࢥ͑͹ɼଞํͰ͸ɼଟ਺の
人ʑ͕௿ॴಘऀ૚͔Β্ঢͭͭ͠ܗ成͞Εる中ؒ૚ࢢ৔͕͋Γ·͢ɻۙ೥ɼΞδΞ新
興国Ͱ͸ɼ͜の中ؒ૚ࢢ৔͕ڊେͳϘϦϡʔϜκʔϯͱͳΓͭͭ͋Γɼ೔ܥϝʔΧʔ
֤ࣾ͸ɼओにͪ͜Βの૚にૂ͍ΛఆΊͯ新੡඼の開発にऔΓ૊ΜͰ͍るのͰ͢ɻ
　ୈ ͸ɼͲのΑ͏ͳܗͰͲのఔ౓ਂ͘開発にऔΓ૊Ή͔ɼ͢ͳΘͪɼʮઌਐ国޲け
੡඼の lվྑ zʯఔ౓ͱ͢る͔ɼʮͦの国ಠ自のઐ༻車ʯɼͳ͍͠ʮ（पล国΋ؚΊͨ）
஍Ҭઐ༻車ʯのຊ֨తͳ開発に·ͰऔΓ૊Ή͔ͱ͍͏఺Ͱ͢ɻ͜の఺にؔͯ͠͸ɼۙ
೥ lΑΓຊ֨తͳ開発 zにऔΓ૊Ή৔߹͕૿͍͑ͯ·͕͢ɼ֤ڌ఺の開発ೳྗのҧ͍
΍ɼ֤ࣾの֤ࢢ৔にؔΘるઓུతͳҐஔͮけのҧ͍౳にΑͬͯɼଟ༷ͳܗͰのରԠ͕
ΈΒΕ·͢ɻ
　͜の఺にؔ͠ɼ"ࣾͰେม興ຯਂ͍お࿩Λ࢕͍·ͨ͠ɻ"ࣾ͸ɼλΠの開発ࢠձ
ࣾにお͍ͯ਺೥લɼλΠの国಺ࢢ৔に޲けͯɼ新ͨͳ車Λ開発ɾൢചͨ͠のͰ͕͢ɼ
͜Ε͕શ͘ചΕͳ͍ɻ͋΍͏͘λΠࢠձࣾの੹೚໰୊͕ى͜る͔ͱ͍͏状گͩͬͨの
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ですが，窮余の一策として，この車をインド市場で売ってみたところ，これがかなり
のヒットとなったのだそうです。すなわちこのように，自動車の開発，特に新興国市
場向け新モデルの開発には “ 当たり・外れ ” がつきもので，各社は日々，この点に関
して苦労を重ねているのです。
　一方，B 社では，「“ 既にある市場 ” を攻める」という次元を超え，「“ 新たな市場 ”
を切り開く」，すなわち，新興国のボリュームゾーンにおいて，従来の “ カテゴリー”
ないし “ セグメント ” を超えた画期的な新製品を生みだすことが目標とされ，精緻な
分析が重ねられています。その成功例として，IMV と言われる小型乗用車トラック
があります。これは，「後ろはトラックに見えるんだけれども，前は乗用車」という
クルマで，タイ市場ではこれが大ヒットし，現在は乗用車や RV を超えるほどのシェ
アを占めるに至っているのです。
各社新興国開発拠点の特徴
　また，上記の第 2 点に関しては，各社の間でいくつかの共通点がみられる一方，同
じ企業さんでも，拠点ごとの “ 能力の違い ” や “ 戦略的位置づけ ” の違いによって，
以下に述べるような対応の違いもみられました。
　まず，各社に共通する傾向としては，「“ 中国 ” 拠点が別格で，それだけで “1 つの
市場 ” とみる」という点，および「“ 中国以外のアジア ” を統括する拠点として，“ タ
イ拠点 ” が大きな役割を果たしている」という点，の 2 点を挙げることができます。
　一方，各社による対応の違いについては，たとえば，日産の場合は，中国拠点を重
視し，中国できわめて大規模な投資を行っています。一方，タイ拠点での開発につい
ては，日産はアジア市場で強みを持つ三菱自動車に大きく依存するという形をとって
います。これに対し，ホンダの場合は，アジア地域の開発の重点をタイ拠点に置く一
方，中国については，開発の本格化はまだこれからという段階であると感じられま
す。さらにトヨタの場合は，中国，タイの両拠点をともに重視し，いずれにおいても
きわめて大規模な投資を重ねています。
開発人材の育成状況⑴：中間管理職層の不足とタレント・マネジメント
　以上のような各メーカーの “ 開発への取り組み ” を念頭に，各拠点での “ 開発人材
の育成状況 ” に注目してみますと，一言でいうと，欧米拠点やメキシコの拠点と比べ
た場合，「アジア新興国拠点では，開発人材の育成が遅れている」と言えます。
　そして，主要各社が共通して直面する課題として，「“ 中間管理職 ” の絶対的な不
20041226_アジア太平洋研究センター報_第15号_c.indb   18 2020/06/18   11:29:06
ʕ　　ʕ
新興国における自動車開発人材育成の現状（中山　健一郎）
଍ʯ͕֬ೝ͞ΕͨのͰ͕͢ɼͦのഎܠͱͯ͠ɼ͍ΘΏるʮ஌のઐ༗ʯの໰୊͕ਂؔ͘
Θ͍ͬͯるΑ͏Ͱͨ͠ɻͭ·Γɼ現஍人材のؒに͸ʮ自෼の΋ͭ஌ࣝ΍ϊ΢ϋ΢Λ֎
にग़ͨ͘͠ͳ͍ʯͱ͍͏ߟ͑ํ͕ࠜڧ͘ɼͦのΑ͏ͳ人Λτοϓにਾ͑るͱશ͘Կ΋
ਐ·ͳ͍のͰɼʮτοϓΛଞの人ͱަ୅ͤ͞るʯͱ͍͏ରԠ͕ߟ͑ΒΕるのͰ͕͢ɼ
ʮ஌͕ࣝภࡏ͍ͯ͠るʯ৔߹に͸ɼͳ͔ͳ͔ͦ͏΋ߦ͔ͳ͍ͱ͍͏໰୊Ͱ͢ɻ
　͜のΑ͏ͳ中ɼνʔϜͰ஌ࣝのڞ༗ΛਤΓɼڞಉͰ໰୊Λղܾ͠ͳ͕Βʮ現஍に
߹ͬͨϞϊͮ͘ΓʯΛ࣮現͢るに͋ͨΓɼ֤͕ࣾࢼߦࡨޡΛॏͶͭͭਐΊ͍ͯるの
͕ɼʮλϨϯτɾϚωδϝϯτʯͱ͍͏ҎԼのऔΓ૊ΈͰ͢ɻ
　۩ମతに͸ɼ·ͣ現஍人材の 人 人͕ʮͲのΑ͏ͳ෼໺にڧΈΛ͍࣋ͬͯるの
͔ʯͱ͍͏఺Λཧղ͢るͨΊにɼ֤ϝϯόʔのεΩϧ΍ೳྗΛଌΓɼજࡏతͳ෦෼΋
ؚΊͯධՁͯ͋͛͠·͢ɻͦͯ͠ɼ֤人材͕কདྷ໨ࢦ͢΂͖λʔήοτΛఆΊ্ͨͰ
ʮઓུతͳ人材഑ஔʯΛߦ͍ɼϓϩδΣΫτܕの࢓ࣄにऔΓ૊·ͤるのͰ͢ɻ͢ͳΘ
ͪɼ೔ຊ人のறࡏһͱͱ΋にɼબ͹ΕͨΤϦʔτ͕νʔϜにೖΓɼڞ௨໨ඪの࣮現に
औΓ૊ΉϓϩδΣΫτΛܦݧͤ͞ɼͦのճ਺Λ૿΍ͭͭ͠ɼͦの人のܦݧ஌ΛߴΊͯ
͍͘ͱ͍͏ํ๏Ͱ͢ɻ
　σϯιʔ͞Μの৔߹͸ɼlٕೳΦϦϯϐοΫ zに஫ྗ͞ΕͯおΒΕ·͕ͨ͠ɼ͜Ε
͸ɼʮԿ人͔の༏लϝϯόʔΛબൈ͠ɼۚ৆ͱ͍͏໨ඪに޲けͯపఈతに஁͑るɻͦ
ͯ͠ɼΦϦϯϐοΫのऴྃޙ͸ઓུతͳڌ఺に഑ஔ͠ɼνʔϜྗの޲্に޲けͯ׆༂
ͯ͠΋Β͏ʯͱ͍͏औΓ૊ΈͰɼλϨϯτɾϚωδϝϯτͱॏͳる෦෼͕େ͖͍ͱײ
͡ΒΕ·ͨ͠ɻ
開発人材の育成状況⑵：中間管理職層における高い流動性
　ͳおɼλϨϯτɾϚωδϝϯτ͸ɼ ೥୅にೖͬͯΞϝϦΧͰ޿͘ීٴͨ͠औ
Γ૊ΈͰ͕͢ɼ͜のऔΓ૊Έ͕޿·ͬͨഎܠにɼʮւ֎Ͱ͸人材のྲྀ動ੑ͕ߴ͘ɼ؆
୯にࣙΊるʯͱ͍͏܏޲͕͋る中ɼ͜のํ๏͕͋るఔ౓͸༗ޮͳରࡦͱͳΓ͏る఺͕
ڍ͛ΒΕ·͢ɻ
　࣮͸ɼࠓճのࢲのௐࠪͰ΋ɼʮ育ͯͨ人材͕؆୯にࣙΊるʯͱ͍͏ྲྀ動ੑの໰୊͕
޿͘ΈΒΕͨのͰ͕͢ɼಛに$ࣾの中国ࢠձࣾͰのお࿩͕িܸతͰͨ͠ɻͱ͍͏の
͸ɼ$ࣾの৔߹΋ɼ͢Ͱにお఻͑ͨ͠中ؒ؅ཧ৬Ϋϥεのྲྀ動ੑ͕ඇৗにߴ͍のͰ͢
͕ɼͦのओͳస৬ઌ͕ɼ$ࣾの߹ห૬खͰ͋る現஍ܥ9ࣾͩͱ͍͏のͰ͢ɻͭ·Γɼ
$ࣾ͸中国Ͱɼ現஍ܥ9ࣾͱの߹หձࣾͰ͋る6ࣾにお͍ͯɼ開発の現஍ԽΛਐΊ
͍ͯるのͰ͕͢ɼ9ࣾ୯ಠͰ΋ɼ΄΅ಉ͡λΠϛϯάͰ開発の現஍ԽΛਐΊͯおΓɼ
6ࣾΑΓ΋͸る͔にߴ͍௞ۚΛఏࣔͯ͠6͔ࣾΒ༏लͳΤϯδχΞΛҾ͖ൈ͍͍ͯ
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るのです。この点に関し，さらに興味深い点は，U 社から X 社に引き抜かれた人材
が，多くの場合，X 社に長期間はとどまらず，さらに転職を繰り返している様子なの
です。
　この点に関し，「X 社では，優秀な現地人材を定着させるだけの力がない」という
解釈もできるかと思いますが，「なぜ彼らが定着しないのか」，「どうすれば，定着・
活躍させることができるのか」（リテンション）という点について，さらに考察を深
めたく思っています。
日本側マザー拠点と現地駐在日本人社員が果たす役わり
　一方，「開発の現地化」の進展に関わるもう一方の重要な論点として，日本側マ
ザー拠点，および現地に駐在する日本人社員が果たしている役割が挙げられます。
　つまり，自身を含む従来の諸研究から，日本の自動車メーカーの製造に関わる拠点
については，各新興国拠点に対応するマザー工場が日本本社側にあり，新興国拠点の
生産の立ち上げや日々の生産活動を様々な形で支援していることが確認されてきたの
ですが，今回の調査で，開発に関わる拠点でも，大半の場合，製造と同様の形でマ
ザーとなる日本側の開発拠点があり，各新興国拠点を支援していることが確認されま
した。また，各拠点の支援にあたっては，現地に駐在する日本人社員が，ア新興国開
発拠点，イ日本側マザー拠点，ウ日本本社 の三者を結びつける “ 結節点 ” としての
役割を果たしていることも，併せて確認されたのです。
　すなわち，日本側のマザー拠点が，現地拠点が日本流の開発の進め方を学んだり，
現地人材を育成する場合に必要なサポートを行っているのですが，その際，現地に駐
在する日本人社員が，日本本社とも連携を取りつつ，マザー側と現地側の橋渡しの役
割を担っているのです。特に，すでに述べたように，大半の日本メーカーの場合，タ
イの拠点が，中国を除くアジア地域全体を担当していますから，タイの開発拠点に駐
在する日本人社員が，三者の結節点として，特に重要な役わりを果たしていることが
わかりました。
　そこで今回は，これらの点とも関連し，現地に駐在する日本人社員の拠点間の異動
状況を調査したのですが，主な結果として，以下の 3 点が確認されました。
　まず第 1 点は，開発拠点の駐在員の方が，製造拠点の駐在員の場合よりも，やや短
い期間で拠点間の異動を行う傾向があるという点です。すなわち，製造拠点の場合
は，通常 4 ～ 5 年の任期で拠点間を移動するのですが，開発拠点の場合は，この任期
が 2 ～ 3 年程度となっていました。
　そして第 2 点は，開発拠点間同士での異動が頻繁にみられたのに対し，製造拠点→
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開発ڌ఺ɼ΋͘͠͸開発ڌ఺ˠ੡଄ڌ఺ͱ͍͏ҟ動ύλʔϯ͕΄΅օແͰ͋ͬͨͱ͍
͏఺Ͱ͢ɻͨͩ͠ɼ開発ڌ఺ˠ஍Ҭ౷ׅຊࣾɼ΋͘͠͸ͦのٯํ޲の動͖͸ɼ͠͹͠
͹ΈΒΕ·ͨ͠ɻ
　ͦͯ͠ୈ ఺͸ɼ೔ܥ֤ࣾにͱ͍ͬͯͣΕ΋ॏཁͳڌ఺Ͱ͋るถ国ɼ中国ɼͦͯ͠
λΠの ͭのڌ఺ؒͰҟ動͢るͱ͍͏ࣄྫ͕਺ଟ͋ͬͨ͘ͱ͍͏఺Ͱ͢ɻ
終わりに
　͜のΑ͏にɼຊ೔͸ݶΒΕͨ࣌ؒの中ɼ͘͝一෦のΈΛお఻͑͢るܗͱͳΓ·ͨ͠
͕ɼ新興国の中ؒ૚ࢢ৔の֦େͱͱ΋にɼ೔ܥ自動車ϝʔΧʔ֤ࣾのʮ開発ద߹΁の
औΓ૊Έʯ͕ຊ֨Խͭͭ͋͠る中ɼ֤ࣾのʮ開発人材の育成ʯにؔΘる現状に͍ͭ
ͯɼௐࠪ݁Ռのུ֓に͖ͭ͝঺հͤͯ͞௖͖·ͨ͠ɻࠓޙ͸ɼ݁અ఺ͱͯ͠の೔ຊ人
றࡏһの໾ΘΓに΋஫໨ͭͭ͠ɼ·ͨɼαϓϥΠϠʔͱのؔΘΓ౳΋ؚΊͨʮ開発஌
のڠ૑ʯの͋Γํͱ΋ؔ࿈ͮけͳ͕Βɼࠓճ֬ೝ͞Εͨ中ؒ؅ཧ৬૚Λ中৺ͱ͢る開
発人材の育成໰୊のղܾに޲け֤ͨࣾのऔΓ૊Έ౳にؔͯ͠ߟ࡯ΛਂΊ͍͖ͯͨ͘
ࢥͬͯおΓ·͢ɻ
　ຊ೔͸͝ਗ਼ௌ͋Γ͕ͱ͏͍͟͝·ͨ͠ɻ
（จ੹ɿྛ　ঘࢤ）
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